












































































































































































































































































































































































































































































































































































のものでもない。それは留保性の積立金としてのみありうる（W.A. Paton & W. 
A. Paton Jr., Corporation Accounts and Statements pp. 143-147〕。
(9）価格変動引当金は，取得原価を修正することなく，棚卸資産の価格変動を認識する
ために設けられる。それは評価性引当金であって，予想される価格の下落に備えて設
けられる剰余金の積立と混同しではならない（W.A. Paton, Advanced Accounting, 
p. 158）。植野部太「棚卸資産に対する評価性引当金の設定について」会計88巻4号
参照。しかし将来の値下りが確実に予想される場合には，予め損失を見越して計上す
る乙とは，費用収益対応の原則から承認せられるべきであろう。
同税法によれば，特別償却引当金はp 法人が固定資産の減価償却について商法285条
の3' 1項に規定する相当の償却の額をこえる部分の金額を商法287条の2に規定す
る引当金として計上した場合の引当金である。また圧縮記帳引当金は，法人が保険金
で取得した代替資産，収用等による補償金等で取得した代替資産，特定の資産の買換
えにより取得した買換資産等税法上の圧縮記帳が認められる資産を取得した場合にお
いて，その圧縮記帳に代え，それぞれの規定により圧縮記帳により損金に算入するこ
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とができる金額の範囲内の金額を商法287条の2に規定する引当金として計上した場
合の引当金である〔通達，商法との調整）。税法上の特別償却が商法でいう「相当の
償却」のうちに入らず，また圧縮記帳が原価主義を基調とする商法に違反する疑義を
生じたため，両者の調整を図ったのである。
税制調査会（税法整備小委員会）は， 「所得税法及び法人税法の整備に関する答
申」 （紹利38年12月）においてつぎのように記している。 「税法としては圧縮額に相
当する金額を財務諸表において引当金とした場合には，その引当金に相当する金額を
損金に算入することができるよう措置するものとする。なお，利益処分により準備金
とした場合b 引当金に準ずるものとして申告調整を認めることとする。乙の場合に
おいて，爾後の税法上の減価償却額として認められる額は，帳簿価額から引当金また
は準備金を控除した後の金額を基礎として計算するものとする。」 「特別償却及び普
通償却については，相当の償却をこえる金額を財務諸表において引当金又は準備金と
した場合には，右に述べた圧縮記帳の場合に準じて損金に算入することを認めるもの
とする。」
また「経理実務研究クツレーフ。」の意見書は，超過償却準備金（積立金〕を計上する
方式を提唱している（「商法の『相当の償却」についてーーその解釈と会計処理に関
する意見一一一」企業会計15巻11号〕。
(1) 商工省臨時産業合理局財務管理委員会「財務諸表準則」昭9.8.参照
税法においては，引当金と準備金とはある程度概念的に区別されている。前者は期
末においてその費用の発生原因はすでに存在しているが，その費用の額が未確定であ
るものに対するものをいい，後者は期末においてはまだ費用の発生原因は存在してい
ないが，近い将来において発生すると予想されるものに対するものとされている（市
丸吉左衛門「法人税法解説J476頁）。しかし，個々について疑義がないわけではない。
- 20-
